
職員数

(Ａ) 給　料

人 千円

214 888,532

　(3)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

行政職俸給表（１）適用職員の俸給月額を 100として試算した指数です。

　　　　平均したものです。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純

　　　 ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費

　　　　 るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の

人

　(注) １　職員手当には退職手当を含みません。

給　　　　　　与　　　　　　費

千円

千円

　　　　措置がないとした場合の値です。　

　　　３　平成24年及び25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額

 １人当たり

　　　 ２　職員数は、平成26年４月１日現在の人数です。

１　総括

計　(Ｂ)職員手当

 (注) １　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す

1,384,210

　　　 　が含まれており、職員数には当該職員は含んでいない。ただし、本市は該当職員なし。

 １人当たり

人件費　(Ｂ)

％

26年度

区　分
期末勤勉手当

千円

324,414171,264 6,468 5,785

 給与費(Ｂ/Ａ)  給与費(類団）

千円千円 千円

　(1)　人件費の状況（普通会計決算）

　(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

歳出額　(Ａ)

千円

19,436,553
26年度

42,520

（27.1.1現在）

住民基本台帳人口
区　分

(Ｂ/Ａ)

690,385 11.12,151,919

実 質 収 支
人 件 費 率

千円

98.2

96.7

98.8

98.4

96.8

98.8

98.0

96.6

98.5

98.0

96.7

98.6
98.7

97.0

98.7

95.0

95.5

96.0

96.5

97.0

97.5

98.0

98.5

99.0

99.5

100.0

西脇市 類似団体平均 全国市平均

H23   H24    H25    H26    H27 H23   H24    H25    H26    H27 H23   H24    H25    H26    H27



　(5)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び

　　　　　　地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

　　①給料表の見直し　　〔　実施　・　未実施　〕

　　　実施内容（平均引下げ率、実施時期、経過措置の有無等具体的な内容）

　　　　○実施時期

　　　　○内容

　　②地域手当の見直し

　　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　　　　○支給割合

　　　　○実施時期

　　③その他の見直し内容

　(6)　特記事項

特になし

単身赴任手当について国と同様に見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

支給なし

平成27年4月1日

一般行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均２％引き下げ。

若年層が多く在職する号給については、人材確保への影響等を考慮し、初任給に係る

号俸等についての引下げを行わない。

高齢層が多く在職する高位号給については最大４％の引下げを行う。

激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。



区　分

西脇市

兵庫県

国

類似団体

西脇市

(うち調理員)

兵庫県

国

類似団体

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

　（平成24年から平成26年の３カ年平均）

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全

区　分

西脇市

兵庫県

国

類似団体

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

339,548円

-

－

41.9歳

140,525円

　　　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

－

413,629円

271,200円

49.8歳 313,072円

299,000円

325,649円

－

305,093円 329,894円

256,100円 322,900円

231,100円

176,700円

41.4歳 355,700円

－

- -

区　　　　　分 西　脇　市

　　　 　すべての諸手当の額を合計したものです。また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較の

　(注) １　「平均給料月額」とは、平成27年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

教　育　職 196,000円 198,266円

経験年数25年

技能労務職

技能労務職

経験年数20年

223,000円 299,000円

一般行政職

教　育　職 268,600円 353,000円

　(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年４月１日現在）

区　　　　　分 経験年数10年

372,700円

326,100円

41.3歳

　に一致しているものではありません。

　　 ③　教　育　職

平 均 年 齢

兵　庫　県

平均給料月額

　(2)　職員の初任給の状況（平成27年４月１日現在）

平均給与月額

380,626円

－

国

176,700円

144,600円

142,000円

－

　　　　 ため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

177,546円

149,000円 143,863円

50.2歳 328,318円

342,064円

149,000円

289,141円

一般行政職

45.4歳 354,226円

－

408,996円

公　　　　務　　　　員 対応する民間の類似職種

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額(国ベース) 平 均 年 齢 平均給与月額

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年４月１日現在）

平均給料月額

432,182円 390,192円

　　 ②　技能労務職

　　 ①　一般行政職

43.5歳 334,283円 －

44.4歳 339,700円

平均給与月額 平均給与月額
(国比較ベース)

42.4歳 325,224円 395,140円 361,943円

平 均 年 齢

－

42.5歳 319,751円 378,183円 345,434円

346,811円53.3歳 370,804円 356,653円

区　分

357,936円

335,200円53.0歳 368,982円

－

52.2歳 351,927円

400,005円

－

経験年数30年

345,100円

339,200円

339,200円

386,300円

337,600円

326,100円



区　 分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

８級 理事、技監、部長 11人 4.9% 361,300円 443,700円

７級 課長、主幹 37人 16.4% 317,000円 409,800円

６級 課長補佐 29人 12.9% 286,200円 392,600円

５級 主査 40人 17.8% 259,900円 383,400円

４級 主任 47人 20.9% 232,600円 353,600円

３級 上級職員 37人 16.4% 197,200円 348,800円

２級 一般職員 14人 6.2% 160,200円 299,500円

１級 その他 10人 4.5% 140,100円 246,100円

　勤務成績の反映について検討を進めていきます。

　(注)　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

３　一般行政職の級別職員数の状況

 ⑴　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年４月１日現在）

　(2)　昇給への勤務成績の反映状況

　　平成19年10月から管理監督職を対象に人事考課制度の運用しており、平

　成22年度から管理職を対象に勤勉手当に反映させています。

　　現在、昇給区分に差を設けていませんが、本格実施へ移行後、昇給への

4.5%
0.9% 1.2%

6.5%

5.5% 4.9%

16.4%

10.9% 9.3%

20.9%

25.9%
25.9%

17.8%

17.3% 21.9%

12.9%
17.7% 11.7%

16.4% 17.7%
20.6%

4.9% 4.1% 4.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

27年度 26年度 22年度

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級

（１年前） （５年前）



区　　分

区　　分

地 域 手 当

各 6,500円

加算額 5,000円

55,000円

部　長 78,800円 次　長 70,100円 課　長 59,500円

課長補佐 36,900円 主　査 26,900円

　　　 ２　退職手当の１人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額です。

0.90%

主な手当の名称 現場手当

44,237千円

年度初め満16歳～年度末満22歳の子

支給実績（平成26年度決算）

29,944千円

200,169円

支給実績（平成26年度決算）

支給実績（平成26年度決算）

時間外勤務手当

月額12,000円を超える家賃を支払って

１人当たり平均支給年額

いる職員に支給

13,000円

借家居住者住 居 手 当

異 な る

支給実績（平成26年度決算） 69,251千円

同　　じ

同　　じ

※平成26年４月１日現在

2,000～31,600円

配偶者

最高27,000円

5,897千円

　(注) １　支給実績（平成26年度決算）は、普通会計決算の額です。

支給実績（平成26年度決算） 13,164千円

その他の扶養親族

支給実績（平成26年度決算）

自動車等利用者　片道２km以上の者

同　　じ最高支給額

交通機関利用者　運賃の額相当額

国の制度との異同

（平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 計

勧奨・定年

西　　　　脇　　　　市

324,417千円

自己都合

　　　平成19年10月から管理監督職を対象に人事考課制度の運用しており、平成22年度から管理職を対象

４　職員の手当の状況（平成27年４月１日現在）

扶 養 手 当

月額10,000円

240千円

１人当たり平均支給年額

（支給率）

１人当たり

0千円

支給実績（平成26年度決算）

特殊勤務手当

期 末 手 当

支給実績（平成26年度決算）

１人当たり平均支給年額

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

退 職 手 当

1,468千円

勤 勉 手 当

43.700  月分

52.440  月分

平均支給額
22,574千円

52.440 月分

同　　じ
52.440 月分

30.820  月分

－

19,081千円

※平成26年４月１日現在

通 勤 手 当

同　　じ

勤続35年

異 な る

異 な る

無支給地

120,000円

支給職員の割合

27.025 月分

　　に勤勉手当に反映させています。

管理職手当

 定年前早期退職特

 例措置(2～20％)
その他の加算措置

最高限度額

2.60月分 1.50月分

21.620  月分

西　　　　脇　　　　市 国

勤続25年

4.10月分

勤続20年

36.570 月分



市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

教育長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

教育長

　　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

給
料

989,000/259,000

816,000/325,000

計

(4.10)

27年度支給割合（月分）

874,950 円 （ 921,000 円 ）

６月期

５　特別職の報酬等の状況（平成27年４月１日現在）

　(注) １　給料及び期末手当の（　)内は、減額措置を行う前の金額及び支給割合です。

370,000 円

（ 750,000 円 ）

任 期 毎

4.200

６月期

(1.975)

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給料月額×在職月数×0.41

712,500 円

465,000 円

1.975

12月期

2.225

442,000/180,000

474,000/200,000

631,750 円 （ 665,000 円 ）

報
　
酬

退
職
手
当

期
　
末
　
手
　
当

12月期

(2.125)

2.00 3.85

　　　 　（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

（支給時期）

計

1.85

区　　分
類似団体における最高/最低額

27年度支給割合（月分）

408,000 円

545,000/230,000

給料月額×在職月数×0.25

　（算定方式） 　（１期の手当額）

給料月額×在職月数×0.185  5,609,940 円　(5,905,200円） 任 期 毎

任 期 毎17,219,016 円（18,125,280円）

 8,550,000 円　(9,000,000円）



（注）［　　］内は、条例定数の合計です。
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020 27
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680 687

465
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20 28

区　分

構成比 (％)

0

0.0

40～43歳

職員数 (人)

56～59歳 60歳以上

【参考】人口１万人当たり職員数 38.23
　　　　　　　　　　同類似団体 72.05

そ の 他
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1 1
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６　職員数の状況

平成26年

普
 
通
 
会
 
計
 
部
 
門

労　働

農林水産

4

60

区　　　分
職　　　員　　　数

4

　(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）
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　(2)　年齢別職員構成の状況（一般行政職、平成27年４月１日現在）

　業務増

公
営
企
業
等

病　　院

下 水 道

小　計

1

9

52

【参考】人口１万人当たり職員数 50.50
　　　　　　　　　　同類似団体 93.47

0

405

教 育 部 門

小　　計 215 214 △ 1

162

一
 
般
 
行
 
政
 
部
 
門

61

15

議　会

衛　生

合　　　計
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　(3)　職員数の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人・％）

180 177 168 165 159 162 △ 18 （ △ 10.0 ％）

77 70 69 65 56 52 △ 25 （ △ 32.4 ％）

257 247 237 230 215 214 △ 43 （ △ 16.7 ％）

405 419 437 460 465 473 68 （ 16.7 ％）

662 666 674 690 680 687 25 （ 3.7 ％）

過去５年間
の増減数（率）

　(注)　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

一般行政

教　　育

普通会計計

総合計

公営企業等会計計

　　　　　　　年度
部門別

22年度 26年度 27年度25年度23年度 24年度



男　性 女　性 合　計

27 24 51

25 34 59

16 7 23

9 27 36

0 0 0

男　性 女　性

413 383 31 20 11

25 25 21 2 19

1 1 1 0 1

6 6 1 0 1

2 2 1 0 1

2 2 1 0 1

3 3 1 0 1

13 13 1 0 1

降　任 免　職 休　職 計

0 0 0

0 0 5 5

0 0 0

0 0 0

1 1

0 0 6 6

戒　告 減　給 停　職 免　職 計

1 0 0 0 1

2 3 0 0 5

0 0 0 0 0

3 3 0 0 6

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合
全体の奉仕者たるにふさわしくない
非行のあった場合

合　計

職制、定数の改廃、予算の減少による廃
職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

合　計

　(2)　懲戒処分

区　　分

法令に違反した場合

９　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成26年度）

　(1)　分限処分

区　　分

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

（単位：人）

８　採用試験（平成26年度実施分） （単位：人）

希 望 退 職

区　　　　分

　退　職　者　数

定 年 退 職

普通退職ほか

７　職員の任免（平成26年度）

　新　規　採　用

作業療法士

受験者数

一般事務

看護師

視能訓練士

管理栄養士

助産師

臨床検査技師

薬剤師

申込者数職　　　　種
合　　格　　者　　数



※　介護休暇及び組合休暇については、無給の休暇です。

　 職員団体の業務と認められるものに従事する場合

 するため、勤務しないことが相当であると認められる場合

　 配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介護を

　 結婚、出産、忌引その他の特別の理由により勤務しないことが相当である場合

区　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

介護休暇

組合休暇

年次休暇

病気休暇

特別休暇

　 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

　 職員が請求した場合（１暦年において20日）

休　憩　時　間 12時00分～13時00分

７時間45分

１週間の勤務時間 38時間45分

　(2)　休暇

１日の勤務時間

10　職員の勤務時間その他の勤務条件（平成26年度）

　(1)　勤務時間（標準的なもの）

勤　務　時　間 ８時30分～17時15分



項　　目

　(2)　職員互助会

種　　類

給付事業

貸付事業

区　　分

会員掛金率

　　　 平成26年度においては「勤務条件に関する措置要求」及び「不利益処分に関する不服申立て」は

　　 ありませんでした。

　(5)　利益の保護

　　　 職員は、全体の奉仕者という立場から労働基本権の一部が制約されています。

　　　 その代わりに、市に対して中立的な機関である公平委員会に対して、身分上及び経済上の権利・

　　 利益の保護を求めることができるようになっており、適正な勤務条件を確保するための「勤務条件

　　 に関する措置要求」と身分保障を確実なものとするための「不利益処分に関する不服申立て」があ

　　 ります。（地方公務員法第46条、第49条の２）

　(3)　共済制度

　　　 共済制度については、地方公務員法第43条に基づき、地方公務員等共済組合法で定められていま

　　 す。本市は、兵庫県市町村職員共済組合に加入しています。

　(4)　公務災害補償

　　　 公務災害補償については、地方公務員法第45条に基づき、地方公務員災害補償法で定められてい

　　 ます。本市は、地方公務員災害補償基金兵庫県支部に加入しています。

　職員が資金を必要とするときの貸付

　　②　会員掛金率及び公費負担金率

内　　　　　　　　　　容

　給料月額×２/1000

公費負担金率
　会員掛金に相当する額（給料月額×２/1000）以内

　対象事業：人間ドック助成、職員食堂の維持管理

　　　 地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の相互共済及び福祉の増進を図るため、西脇市職員互

　　 助会を設置しています。事業内容、会員掛金率及び公費負担金率は次のとおりです。

　　①　事業内容

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　弔慰金、家族弔慰金、災害見舞金、結婚祝金、入学祝金、退会餞別金

その他事業
　レクリエーション事業（バレーボール、グランドゴルフ）、　互助会報の発行、

　人間ドック助成、保養施設利用助成、クラブ活動等助成

11　職員の福祉及び利益の保護の状況

　(1)　職員の健康管理事業

　　　 職員の健康維持と疾病予防のため、労働安全衛生法第66条の規定に基づき、職員の健康診断を定

　　 期的に行っています。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

定期健康診断
　胸部レントゲン検診、尿検査、聴力検査、心電図検査、血液検査、眼底検査、

　胃部検診、大腸がん検査、前立腺がん検査


